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府省名

事務及び事業名 具体的措置（又は見直しの方向性）

農薬関係事業

【業務の効率化】
　専門的能力を活用し、引き続き次期中期目標期間においても立入検査等を行うととも
に、以下の効率化を図る。
・農薬の安全性の向上のために国が改定した試験成績の作成に係る指針（テストガイ
ドライン）に基づいて、新たな審査項目が追加され、要求する試験データが増加してお
り、これに対応して、効率的に農薬登録検査等を実施する。

飼料及び飼料添加
物関係事業

【業務の効率化】
　専門能力を活用し、引き続き次期中期目標期間においても立入検査等を行うととも
に、以下の効率化を図る。
・現在、国で実施している飼料の安全確保に関する事業のうち、センターの専門的能力
を活用することにより効率化が図られる抗菌性飼料添加物の安全使用に関する実態
調査事業については、次期中期目標期間開始時に国からセンターに移管する。

［行政事業レビューの結果：一部改善（センターとの役割分担の見直しによるコスト削
減）］

食品等関係事業

【業務の効率化】
　専門的能力を活用して、引き続き次期中期目標期間においても立入検査等を行うと
ともに、以下の効率化を図る。
・食品表示監視業務について、産地偽装などＪＡＳ法の品質表示基準に違反する事案
が続発し、食料・農業・農村基本計画に基づき原料原産地表示の義務が着実に拡大さ
れることとなっている状況を踏まえると、食品表示の真正性の科学的検査を増強してい
くことが必要である。これに対して、現中期目標では毎事業年度６，０００件以上の検査
を行うという目標となっているが、効率的な検査を継続的に行っていくよう、毎年度、過
去の違反傾向等を踏まえて取締りを行う必要性が高い対象を選定し、集中的な検査を
実施する方式等に移行させる。

【業務の効率化】
　専門的能力を活用して、引き続き次期中期目標期間においても立入検査等を行うと
ともに、以下の効率化を図る。
・①汚泥肥料などの有害成分を含むおそれの高い肥料を対象として、生産事業者が自
ら製品の品質を自主管理するルール（品質管理ガイドライン）導入に向けた、製品検査
を実施するためのサンプリング手順などを定めた品質管理の手引書の普及、②従来の
肥料分析法である公定法に代えて、設定した性能規準を満たす分析法を分析者が選
択できるというクライテリアアプローチの考え方を導入するための分析技術の調査等の
事業を新たに実施する。
　なお、行政事業レビューの指摘を受けて、現在、国で実施している肥料の安全性確保
に関する事業のうち、センターの専門的能力を活用することにより効率化が図られると
考えられる品質管理の手引書を現場の実態を踏まえて検証・普及する汚泥肥料中の
重金属管理手引書の検証のための試験委託事業については、次期中期目標期間開
始時に国からセンターに移管する。
　こうした一連の見直し措置により、汚泥肥料などの有害成分を含むおそれの高い肥
料に対する品質管理措置の強化が図られるとともに、ガイドラインを導入しない事業者
に対して国の立入検査の重点化を図ることが可能となる。一方、化学肥料の立入検査
については、立入検査の頻度の見直し、肥料分析法については、新たな分析技術の取
り込みが可能となると考えられる。

［行政事業レビューの結果：一部改善（センターとの役割分担の見直しによるコスト削
減）］

各府省別法人の見直し当初案の内容一覧表

２．組織の見直しに係る具体的措置
（又は見直しの方向性）

【支部・事業所等の見直し】
・平成20年度末に大阪事務所及び岡山事務所を
廃止し、平成21年4月1日に神戸センターに統合
した。
・平成21年度末に小樽事務所を廃止し、札幌セ
ンターで実施。
・現行の支部、事務所の必要性について、業務
のあり方・管理維持コストの観点から引き続き精
査。

【事務事業実施主体の見直し】
・「食料・農業・農村基本計画」（平成22年3月30日
閣議決定）のもと、生産資材の安全性の確保、食
品表示の適正化等を図るため、農薬取締法、飼
料安全法、肥料取締法、ＪＡＳ法に基づく立入検
査等、公権力の行使を伴う業務を実施する本法
人は必要であり、現行の組織形態を継続。
・国の施策に基づき以下を強化。
①農薬については、新たなテストガイドラインに
基づく検査。
②飼料については、飼料の安全性に係る検査分
析。
③肥料については、品質管理のガイドライン検
証・普及。
④食品表示については、真正性の科学的検査。

【重複排除・事業主体の一元化等】
・類似の事業を行っている機関はない。
・センターが担っている各業務は、法に基づくも
ので、他の業務との類似性はない。
　
【非公務員化】
・法に基づく公権力を行使するものであること等
から、現行の身分（国家公務員）を維持。

農林水産省

法人名
３．運営の効率化及び自律化の見直しに
　　係る具体的措置（又は見直しの方向性）

独立行政法
人農林水産
消費安全技
術センター

１．事務及び事業の見直しに係る具体的措置（又は見直しの方向性）

【保有資産の見直し（不要資産の国庫返納等）】
・旧神戸センターは、平成20年度末に売却済み。
・中期目標期間終了時（平成23年3月末）における積立金
の残額、設立時出資金の現金及び預金、資本剰余金の現
金及び預金については国へ返納予定。
・実物資産については今後、事務、事業の見直しと連動し
て検討していく。

【随意契約の見直し等取引関係の見直し】
・弁護士、公認会計士、ジャーナリストをメンバーとする契
約監視委員会を設置し、同委員会監視のもと、随意契約
及び一者応札の見直しを引き続き徹底（真にやむを得な
いものを除き、一般競争入札等に移行。随意契約件数：平
成20年度実績１７件→平成21年度見直し後８件）。

【自己収入の拡大】
・有料での講師派遣のさらなるＰＲ等により、引き続き自己
収入（飼料安全法に基づく特定飼料の検定業務に係る収
入等を除く。）の拡大を図る。

【管理運営の適正化（人事管理・人件費を含む）】
・給与は、引き続き、国家公務員給与に準拠。（平成21年
度のラスパイレス指数：９９．０）
・適切な業務の遂行の支障となる問題を解消するため、業
務改善委員会及びコンプライアンス委員会の運営をとおし
て、適切な業務運営、法令遵守の徹底を図る。

【事業の審査、評価の見直し】
・外部の有識者から成る業務評価委員会から業務全般に
ついて事後評価を受けることにより、業務の的確な運営を
図る。

【業務のアウトソーシング（官民競争入札等の導入）】
・「独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する
勧告の方向性」に基づき、アンケート調査の発送や集計、
試薬調製、外国文献の翻訳、ホームページの運営管理、
メールマガジンや広報誌の送付作業等について既にアウ
トソーシングを実施しており、今後ともこれらのアウトソー
シングを引き続き実施するとともに、新たなアウトソーシン
グ実施について継続的に検討し、可能なものから実施す
る。

【給与振込の見直し】
・給与振込の口座数が平成22年2月1日から原則１口座と
なったことを受け、当法人においても１口座指定への変更
及び法人のメインバンクの利用等につき、平成22年7月に
役職員への周知徹底を図った。

【海外出張旅費の見直し】
・当法人においては、国家公務員の規程より厳しい運用を
行っており、全ての役職員について航空機利用の際はエ
コノミークラスとしている。また、複数の業者による見積もり
合わせにより経費節減に取り組んでいる。

肥料及び土壌改良
資材関係事業
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Ⅰ．中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しの当初案整理表 

法人名 独立行政法人農林水産消費安全技術センター  府省名 農林水産省 

沿 革 

昭和 24 年 輸出食料品及び輸出農林

水産物検査所の設置（昭

和 26 年に統合し輸出品

検査所に改組） 

昭和 47年 農林規格検査所に改称 

平成 3 年 農林水産消費技術センタ

ーに改組 

平成 13年 （独）農林水産消費技術セ

ンターに移行 

昭和 22年 農林省肥料検査所の設置 

昭和 35年 農林省飼料検査所の設置   

昭和 38 年  肥料検査所と飼料検査所を

統合し肥飼料検査所に改組 

平成 13年 （独）肥飼料検査所に移行 

昭和 22年 農林省農薬検査所の設置 

平成 13年 （独）農薬検査所に移行 

平成 19年 （独）農林水産消費安全技術センターに３法人を統合(3本部 12地方組織→1本部 5地方組織に再編、人員の

削減を実施。） 

平成 21年 大阪事務所及び岡山事務所の廃止 

平成 22年 小樽事務所の廃止 

 

中期目標期間 第１期：平成 13年 4月 1日～18年 3月 31日（17年見直し） 第２期：平成 18年 4月 1日～23年 3月 31日 

役員数及び職員数 

（平成22年１月１日現在） 

※括弧書きで監事の数を記載。 

役員数は監事を含めた数字を記載。 

役員数（うち、監事の人数） 職員の実員数 

法定数 常勤の実員数 非常勤の実員数 常勤職員 非常勤職員 

７人（２人） ５人（１人） １人（１人） ６６７人 ３０人 

年  度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成23年度(要求) 

国からの財

政支出額の

推移 

 

（単位：百万円） 

一般会計 ８，３４４ ８，５８９ ８，１０３ ７，６７８ ７，０７１ ７，０３０ 

特別会計 － － － － － － 

計 ８，３４４ ８，５８９ ８，１０３ ７，６７８ ７，０７１ ７，０３０ 

 うち運営費交付金 ８，１６６ ７，８５８ ７，４０５ ７，５４４ ６，９６９ ６，９３８ 

 うち施設整備費等補助金 １３６ ７３１ ６９８ １３４ １０２ ９２ 

 うちその他の補助金等 ４２ － － － － － 
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支出予算額の推移  （単位：百万円） ８，３３８ ８，６２５ ９，００４ ８，０４９ ７，５０８  

利益剰余金（又は繰越欠損金）の推移 ２３６ ３４ ５９ ８２   

（単位：百万円） 発生要因 利益剰余金の発生要因は、毎年度の自己収入の純利益である。 

ただし、平成 18年度の利益剰余金は、①当年度の自己収入の純利益、②前中期目標期間繰越積立金（減価償却費対応

分等）、③運営費交付金債務残高の全額を収益化した金額、の①～③を合計したものであり、平成 19年度に③を国庫に納

付したため、利益剰余金は、前年度と比べ大幅に減少した。 

なお、現中期目標期間の利益剰余金は、次期中期目標期間に繰り越さざるを得ない減価償却費対応分等を除き、次期中

期目標期間の当初年度に国庫に納付する。 

 

見直し案 なし 

 

運営費交付金債務残高  （単位：百万円） ５０４ ９３７ １，２６４ １，５２３   

行政サービス実施コストの推移 （単位：百万円） ８，６８５ ８，９３９ １０，５５２ ８，３８８ (見込み)  (見込み)  

見直しに伴う行政サービス実施コ

ストの改善内容及び改善見込み額 

毎年度、中期目標に基づき人件費や事業費を削減し、行政サービス実施コストの削減を進めている。 

ただし、平成 19年度は、在職者退職給付見積額の増等により引当金外退職給付増加見積額が増加したため行政サービ

ス実施コストが微増した。 

平成 20年度は、平成 19年の法人税法改正に伴い、有形固定資産の減価償却方法を改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更したことから減価償却額が大幅に増加し、計算上行政サービス実施コストが増加した。 

 

中期目標の達成状況 

（業務運営の効率化に関する事項

等）(平成 21 年度実績) 

（業務運営の効率化に関する事項） 

 １ 共通事項 

 (1) 組織体制の強化 

○ 一般管理部門の要員の割合を、３．９ポイント低下させた。【中期目標：３ポイント程度低下】 

○ 検査等業務に従事する要員の割合を、４．３ポイント向上させた。【中期目標：２ポイント程度向上】 

(2) 業務運営の効率化による経費の抑制 

○ 人件費を除く運営費交付金で行う事業について、一般管理費を３．３％、業務経費を６．０％抑制した。 

  【中期目標：対前事業年度比で一般管理費を３％、業務経費を１％抑制】 

○ センター全体として管理部門等の効率化を行い、一般管理費比で６．０％抑制した。【中期目標：中期目標期



- 4 - 
 

間の最終年度において、１０％相当額を抑制】 

(3) 人件費の削減 

○ 人件費（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）並びに非常勤役職員給与及び人事院勧告を踏

まえた給与改定部分を除く。）について、７．４％削減した。【中期目標：５％以上削減】 

 

 ２ 業務の重点化・効率化 

(1) 生産段階における安全性等の確保に関する業務 

① 肥料関係業務 

○ 登録申請に係る調査については、農林水産大臣の指示から報告までに要する期間を１５％削減した。 

【中期目標：現行の目標期間（新規登録申請：３０日）に対して５％削減】 

○ 収去品の検査においては、成分１点当たりに要する分析時間を、８．８％削減した。【中期目標：成分１

点当たりに要する分析時間を、平成 17年度を基準（３．６４時間／成分）として５％削減】 

○ 肥料取締法に基づく立入検査については、全体の立入検査事業所数に占める汚泥肥料等の生産事業所の割

合を、４９．０％増加させた。【中期目標：３０％増加】 

○ 立入検査時の収去については、全体の収去点数に占める汚泥肥料等の割合を１０５．３％増加させた。【中

期目標：５０％増加】 

○ 立入検査の結果の報告については、農林水産大臣の指示から報告までに要する期間を１０．０％削減した。

【中期目標：現行の目標期間（４０業務日）に対して１０％削減】 

② 農薬関係業務 

○ 農薬の登録申請に係る検査期間については、 

(ｱ) 農薬取締法第３条第１項第４号から第７号までのいずれかに掲げる場合に該当するかどうかの基準の設

定が必要な農薬の検査については、１年４か月以内に検査を完了したものは、１０９件（９７．３％）で

あった。目標を達成できなかった３件については、畜産物に関する残留農薬基準の見直しにより、調整に

時間を要したためである。【中期目標：１年４か月以内】（平均検査期間：７．７か月） 

(ｲ) (ｱ)以外の農薬の検査については、１０．５か月以内に検査を完了したものは、１，６８１件（９９．３％）

であった。目標を達成できなかった１２件は、総使用回数の変更に伴い、同一の有効成分を含有する別途
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申請中の農薬においても同時登録とするため、検査終了時期を合わせたこと等によるものであった。【中

期目標：１０．５か月以内】（平均検査期間：４．６か月） 

③ 飼料及び飼料添加物関係業務 

○ 試験に従事する職員１人当たりの試験成分点数については、４８６．９％増加させた。【中期目標：平成

17年度の実績（５４５点）に対して少なくとも５％増加】 

○ 飼料安全法に基づく立入検査等の結果及び収去対象飼料の試験結果の報告については、立入検査等の結果

報告は８業務日短縮、収去対象飼料の試験結果報告は６業務日短縮した。【中期目標：立入検査等の結果報

告については３０業務日、収去対象飼料の試験結果報告については２０業務日から、中期目標期間の最終事

業年度までにそれぞれの報告で５業務日短縮】 

④ 土壌改良資材関係業務 

○ 集取品の検査については、集取品１点当たりに要する試験時間を１７．６％削減した。【中期目標：平成

17年度を基準（８．９０時間）として、試験時間を約１０％削減】 

○ 地力増進法に基づく立入検査については、農林水産大臣の指示から報告までに要する期間を平成 17年度を

基準として１０業務日短縮し、３０業務日以内に短縮した。【中期目標：３０業務日に短縮】 

 (2) 農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する業務 

○ 食品表示監視業務については、検査に要する時間を１３．４％削減した。【中期目標：平成 17年度を基準（５．

９時間）として１０％削減】 

○ 農林物資の検査技術に関する調査及び研究業務については、表示の真正性確認に係る調査及び研究課題の比

率を全体の９６％とした。【中期目標：８０％以上】 

○ 登録認定機関の登録及びその更新時における調査については、農林水産省の調査指示から報告までの目標期

間を１０％削減した。【中期目標：農林水産省の調査指示から報告までの目標期間（３０業務日）を中期目標

期間中に１０％削減】 

○ 農林水産省が行うリスク管理に資するための有害物質の分析業務については、試料の分析に要する時間を８．

７％削減した。【中期目標：平成 17年度を基準（３９．１時間）として、試料の分析に要する時間を中期目標

期間中に１０％削減】 
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（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上） 

共通事項 

○ 食の安全と消費者の信頼の確保に資するため、センターが有する知見やノウハウを結集し、検査・分析能力の向

上等４分野を対象に４課題を設定し、改善・解決した。【中期目標：検査・分析能力の向上等４分野（検査・分析

能力の向上、情報提供能力の強化、生産資材由来のリスクの低減、食品表示等の信頼性の向上）を対象に８課題を

設定し、改善・解決】（累計：４分野を対象に９課題） 

○ 情報提供業務の質的な向上を図るため、アンケート調査等の実施により顧客満足度を測定し、５段階評価で４．

２であった。【中期目標：３．５以上の顧客満足度を確保】 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案 

法人名 独立行政法人農林水産消費安全技術センター 府省名 農林水産省 

事務及び事業名 農薬関係事業 

事務及び事業の概要 

○ 国民の健康の保護、生活環境の保全等を目的とする農薬取締法（昭和２３年法律第８２号）に基づく農薬の

登録に際しての安全性や環境影響等に係る検査 

○ 国民の健康の保護、生活環境の保全等を目的とする農薬取締法に基づく農薬の集取及び製造業者等に対する

立入検査 

○ 「農薬の毒性及び残留性に関する試験の適正実施について」（平成 11年 10月 1日農産第６２８３号局長通知）

に基づく農薬の作物残留性や毒性等に係る試験成績の信頼性確保のための試験施設への査察（GLP適合確認） 

事務及び事業に係る 23年度予算要求額 
国からの財政支出額 

(対 22 年度当初予算増減額) 

804,682,000円  

（ 90,252,000円） 

支出予算額 

(対 22 年度当初予算増減額) 

804,682,000円  

（ 90,252,000円） 

事務及び事業に係る職員数（平成22年１月１日現在） ５９人 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置

（又は見直しの方向性） 

 農薬関係事業については、センターの農薬に関する専門的能力を活用し、引き続き次期中期目標期間において

も立入検査等を行う。 

農薬の安全性の向上のために国が改定した試験成績の作成に係る指針（テストガイドライン）に基づいて、新

たな審査項目が追加され、要求する試験データが増加しており、これに対応して、効率的に農薬登録検査等を実

施する。 

備考〔補足説明〕 

本事務・事業は、農薬取締法に基づく農薬の検査を通じて農薬の品質の適正化及びその安全性を確保し、農業

生産の安定と国民の健康の保護及び生活環境の保全を図るものであるが、 

 ① 農薬は、農作物の安定生産に不可欠で広く使用されている化学物質であるが、殺虫・殺菌成分等を含み、

農作物を通じて摂取されるので、残留農薬による人体への悪影響が出ることのないよう、農薬を使用した場

合に農作物中に残留する農薬を長期間にわたって摂取した場合の健康への影響のほか、農作物を通じ一度に

大量の残留農薬を摂取した場合の健康への影響について、科学的データに基づいて審査し、安全な使用方法

を定める必要があることに加え、 

  

② 農薬散布時の農業者や周辺の地域住民への農薬被ばくによる健康への影響、魚介類やミツバチなど環境中

の生物への影響を審査することにより、より安全性の高い新規農薬の登録・使用を促進する必要があること 

 から、これまで以上に食品の安全や環境等への影響を考慮した農薬検査の充実が求められているところであ

る。 

本事務・事業については、上述のとおり、これまで以上に食品の安全を考慮した農薬検査の充実が求められる

一方で、新しく開発された、より安全性の高い農薬を生産現場に提供するためには、前回の中期目標において目
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標とした検査期間を超えないよう、センターの検査態勢の見直しを図りつつ、引き続き事務・事業の効率化・合

理化を進め、国民への安全な食料の安定的な供給を通じた健康の保護、環境の保全を図っていく必要がある。 

また、効率的な検査の実施に加え、試験データの信頼性確保のための取組みの充実を図る。 

 

本事務・事業は農薬の規制行政の根幹を成すものであり、これを廃止又は民営化した場合には、有害物質を含

む安全上問題のある農薬が流通・使用され、消費者の健康や環境へ悪影響を及ぼすとともに、病害虫等への防除

効果のない農薬が流通・使用され、安定的な農業生産や生産性の向上が図れないこととなる。 

 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 

なし 
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法人名 独立行政法人農林水産消費安全技術センター 府省名 農林水産省 

事務及び事業名 飼料及び飼料添加物関係事業 

事務及び事業の概要 

○ 公共の安全の確保等を目的とする「飼料安全法（昭和２８年法律第３５号）」に基づく立入検査 

○ 公共の安全の確保等を目的とする「飼料安全法」に基づく特定添加物の検定及び特定添加物製造業者の登録

に係る調査 

○ 公共の安全の確保等を目的とする「飼料安全法」に基づくＢＳＥの発生防止に資するための検査 

○ 公共の安全を確保等を目的とする「ペットフード安全法（平成２０年法律第８３号）」に基づくペットフード

の立入検査 

事務及び事業に係る 23年度予算要求額 
国からの財政支出額 

(対 22 年度当初予算増減額) 

903,564,000円  

（ 17,940,000円） 

支出予算額 

(対 22 年度当初予算増減額) 

903,564,000円  

（ 17,940,000円） 

事務及び事業に係る職員数（平成22年１月１日現在） ６５人 

 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置

（又は見直しの方向性） 

 飼料及び飼料添加物関係事業については、センターの飼料に関する専門能力を活用し、引き続き次期中期目標

期間においても立入検査等を行う。 

また、現在、国で実施している飼料の安全確保に関する事業のうち、センターの専門的能力を活用することに

より効率化が図られる抗菌性飼料添加物の安全使用に関する実態調査事業については、次期中期目標期間開始時

に国からセンターに移管する。 

 

［行政事業レビューの結果：一部改善（センターとの役割分担の見直しによるコスト削減）］ 

備考〔補足説明〕 

行政事業レビューにおいて、食の生産資材安全確保対策事業についてはセンターとの役割分担の見直しによる

コストの削減を検討することとされたことを踏まえ、当該事業のうちセンターの専門的能力を活用することによ

り効率化が図られる抗菌性飼料添加物の安全使用に関する実態調査事業については、センターの検査態勢の見直

しを図りつつ、国からセンターに移管して事業の効率化を図ることとするものである。 

国からセンターに移管する事業 

・抗菌性飼料添加物の安全使用に関する実態調査事業（※） 平成 22年度予算額 ６百万円 

→ センターの交付金の中で効率的に実施。 

※ 抗菌性飼料添加物は、飼料が含有している栄養成分の有効な利用の促進のため飼料に添加して使用さ

れているが、抗菌性飼料添加物の使用が不適切であれば、農場で薬剤の効かない耐性菌が発生する可

能性があり、これが社会全般に拡がると、院内感染症等の人の医療上の問題を引き起こす恐れがある。

このため、本事業により薬剤耐性菌が発生していないことを確認する調査。 

 飼料及び飼料添加物関係事業は、飼料安全法及びペットフード安全法に基づく立入検査等の実施を通じて、飼
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料及びペットフードの安全確保を図り、もって公共の安全の確保を図るものである。センターは、平成 13年度の

独立行政法人制度の導入に伴い、国の付属機関から飼料検査を専門に担う特定独立行政法人として設立された機

関である。有害物質を含む飼料等の使用に起因する家畜の健康被害や有害物質を含む畜産物を介した人の健康被

害を確実に防止するためには、飼料の規制行政の根幹を成す本事業が必要不可欠であり、今後も国とセンターが

果たすべき役割分担を明確にしつつ、センターの本事業に係る機能を維持・強化する。 

 

本事業は飼料等の規制行政の根幹を成すものであり、これを廃止又は民営化した場合には、有害物質を含む飼

料等の使用に起因する家畜の健康被害や有害物質を含む畜産物を介した人の健康被害を確実に防止することが困

難となり、公共の安全の確保が図れないこととなる。 

 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 

国から移管された事業についても、センターが立入検査等により把握した抗菌性飼料添加物の使用状況を踏ま

え、耐性菌の発生状況調査を最も効率的かつ効果的に行うための検査規模や検査対象物質などの調査設計を行い、

交付金の中で効率的に実施することにより事業コストを抑制する。 

 



- 11 - 
 

 

法人名 独立行政法人農林水産消費安全技術センター 府省名 農林水産省 

事務及び事業名 肥料及び土壌改良資材関係事業 

事務及び事業の概要 

○ 国民の健康保護等を目的とする「肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）」に基づく立入検査 

○ 「地力増進法（昭和５９年法律第３４号）」に基づく立入検査 

○ 国民の健康保護等を目的とする「肥料取締法」に基づく肥料の登録申請調査 

事務及び事業に係る 23年度予算要求額 
国からの財政支出額 

(対 22 年度当初予算増減額) 

793,172,000円  

（ 90,251,000円） 

支出予算額 

(対 22 年度当初予算増減額) 

793,172,000円  

（ 90,251,000円） 

事務及び事業に係る職員数（平成22年１月１日現在） ５６人 

 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置

（又は見直しの方向性） 

肥料及び土壌改良資材関係事業については、センターの肥料及び土壌改良資材に関する専門的能力を活用して、

引き続き次期中期目標期間においても立入検査等を行う。 

また、①汚泥肥料などの有害成分を含むおそれの高い肥料を対象として、生産事業者が自ら製品の品質を自主

管理するルール（品質管理ガイドライン）の導入に向けた、製品検査を実施するためのサンプリング手順などを

定めた品質管理の手引書の普及、②従来の肥料分析法である公定法に代えて、設定した性能規準を満たす分析法

を分析者が選択できるというクライテリアアプローチの考え方を導入するための分析技術の調査等の事業を新た

に実施する。 

なお、行政事業レビューの指摘を受けて、現在、国で実施している肥料の安全性確保に関する事業のうち、セ

ンターの専門的能力を活用することにより効率化が図られると考えられる品質管理の手引書を現場の実態を踏ま

えて検証・普及する汚泥肥料中の重金属管理手引書の検証のための試験委託事業については、次期中期目標期間

開始時に国からセンターに移管する。 

こうした一連の見直し措置により、汚泥肥料などの有害成分を含むおそれの高い肥料に対する品質管理措置の

強化が図られるとともに、ガイドラインを導入しない事業者に対して国の立入検査の重点化を図ることが可能と

なる。一方、化学肥料の立入検査については、立入検査の頻度の見直し、肥料分析法については、新たな分析技

術の取り込みが可能となると考えられる。 

 

［行政事業レビューの結果：一部改善（センターとの役割分担の見直しによるコスト削減）］ 

備考〔補足説明〕 

平成 20年に開催した「汚泥肥料の規制のあり方に関する懇談会」において、汚泥肥料等有害成分を含むおそれ

の高い肥料については、生産事業者による品質管理を推進するため、立入検査と併せて、生産事業者が自ら製品

検査を実施するためのサンプリング手順などを定めた品質管理の手引書の導入が提案されている。分析法につい

ては、国が定める公定法に代わって、設定した性能規準を満たす分析法を分析者が選択できるというクライテリ

アアプローチの考え方が国際的に広く認められつつある。 
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行政事業レビューにおいて、食の生産資材安全確保対策事業については、センターとの役割分担の見直しによ

るコスト低減を検討することとされたことを踏まえ、当該事業のうちセンターの専門的能力を活用することによ

り効率化が図られる汚泥肥料中の重金属管理手引書の検証のための試験委託事業については、センターの検査態

勢の見直しを図りつつ、国からセンターに移管して事業の効率化を図ることとしたものである。 

 国からセンターに移管する事業 

 ・汚泥肥料中の重金属管理手引書の検証のための試験委託事業 平成 22年度予算 ２百万円 

   → センターの交付金の中で効率的に実施。 

 

センターが実施する肥料及び土壌改良資材関係事業については、肥料の規制行政の根幹を成すものである。再

生資源の利用促進により有害成分を含むおそれの高い汚泥肥料の生産が増加する中、国の立入検査により最終製

品を監視する仕組みに併せて生産事業者自らによる未然防止としてのリスク管理の取組みを導入・普及すること

により、肥料のより一層の安全性、品質の向上を図るものである。これを廃止または民営化した場合には、リス

ク管理措置の効率的かつ合理的な仕組みが整わず、肥料の品質の保全が困難となり、有害物質混入等による不適

正な肥料が流通し、作物の被害や農地の土壌汚染などの未然防止は図り得なくなる。また、農産物中の有害物質

含有量が高まるなど、食品の安全性の低下につながる。さらに、農業生産の向上、食品の安全や消費者の信頼の

確保は図り得なくなる。 

 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 

国から移管された事業についても、センターが立入検査等により培ってきた汚泥肥料生産現場における原料の

取扱や生産工程の知見を活かして、汚泥肥料中の重金属を管理するための品質管理の手引書の汚泥肥料生産事業

者への普及や手引書の内容の改善を、交付金の中で効率的に実施することにより事業コストを抑制する。 
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法人名 独立行政法人農林水産消費安全技術センター 府省名 農林水産省 

事務及び事業名 食品等関係事業 

事務及び事業の概要 

○ ＪＡＳ法（昭和２５年法律第１７５号）に基づく食品表示監視業務 

○ ＪＡＳ法の登録認定機関、認定事業者等に対する指導・監督業務 

○ ＪＡＳ規格及び品質表示基準の見直し等に係る業務 

○ 調査研究業務、依頼検査業務等 

事務及び事業に係る 23年度予算要求額 
国からの財政支出額 

(対 22 年度当初予算増減額) 

4,852,447,000円  

（ 200,338,000円） 

支出予算額 

(対 22 年度当初予算増減額) 

4,852,447,000円  

（ 200,338,000円） 

事務及び事業に係る職員数（平成22年１月１日現在） ３５８人 

 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置

（又は見直しの方向性） 

 食品等関係事業については、センターの食品表示及びＪＡＳ規格に関する専門的能力を活用して、引き続き次

期中期目標期間においても立入検査等を行う。 

食品表示監視業務について、産地偽装などＪＡＳ法の品質表示基準に違反する事案が続発し、食料・農業・農

村基本計画に基づき原料原産地表示の義務が着実に拡大されることとなっている状況を踏まえると、食品表示の

真正性の科学的検査を増強していくことが必要である。これに対して、現中期目標では毎事業年度６，０００件

以上の検査を行うという目標となっているが、効率的な検査を継続的に行っていくよう、毎年度、過去の違反傾

向等を踏まえて取締りを行う必要性が高い対象を選定し、集中的な検査を実施する方式等に移行させる。 

備考〔補足説明〕 

 近年、ウナギ加工品等の食品の偽装表示など、消費者の利益を損ない国民の食に対する信頼を失わせる事件が

相次ぐ中で、食品表示監視業務は、このような違法行為の取締り及び不正に対する抑止力として必要不可欠なも

のである。このような中で、食品等の品質及び表示の適正化、不適正表示の未然防止を図るためには、センタ－

が、その専門的知見・知識により、食品表示の科学的検査、農林水産大臣の指示による立入検査等を実施する必

要がある。偽装の複雑化・巧妙化も見られることから、科学的検査の重要性は増している。 

 

食品表示監視業務や登録認定機関、認定事業者等に対する指導・監督業務については、農林水産大臣の指示に

よるＪＡＳ法上の行政処分等の公権力の行使の根拠となる情報を調査する業務であり、民営化はできない。仮に

民営化されれば、公正・中立性が求められる立入検査や警察から依頼される分析、登録認定機関の登録に係る調

査等に対応できなくなる。また、センターが有する科学的な分析能力を有する人材や設備、国際基準に適合した

監査を行う体制は、行政その他の機関では代替できないので、廃止することはできない。 
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行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 

さらなる検査の効率化を進めることにより、検査の増強によるコスト増を吸収する。 

 



- 15 - 
 

Ⅲ．組織の見直しに係る当初案 

法人名 独立行政法人農林水産消費安全技術センター  府省名 農林水産省 

見直し項目 
支部・事業所等の見直し（横１．

（２）） 

事務事業実施主体の見直し（横２．

（１）） 

重複排除・事業主体の一元化等（横２．

（２）） 

組織の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

平成 20年度末に大阪事務所及び

岡山事務所を廃止し、平成 21 年 4

月 1日に神戸センターに統合した。 

平成 21年度末に小樽事務所を廃止

し、当該業務を札幌センターで実

施。 

 

【整理合理化計画：平成 22年度末

までに札幌センター小樽事務所を

廃止する。】 

 

【整理合理化計画：神戸センター

大阪事務所及び岡山事務所を平成

20 度末に廃止し、神戸センターに

統合する。】 

 

現行の支部、事務所の必要性に

ついて、業務のあり方・管理維持

コストの観点から引き続き精査。 

 

・「食料・農業・農村基本計画」（平成

22 年 3 月 30 日 閣議決定）のもと、

生産資材の安全性の確保、食品表示の

適正化等を図るため、農薬取締法、飼

料安全法、肥料取締法、ＪＡＳ法に基

づく立入検査等、公権力の行使を伴う

業務を実施する本法人は必要であり、

現行の組織形態を継続。 

・国の施策に基づき以下を強化。 

①農薬については、新たなテストガイ

ドラインに基づく検査。 

②飼料については、飼料の安全性に係

る検査分析。 

③肥料については、品質管理のガイド

ライン検証・普及。 

④食品表示については、真正性の科学

的検査。 

 

 

・類似の事業を行っている機関はない。 

 

・センターが担っている各業務は、法

に基づくもので、他の業務との類似性

はない。 

備考〔補足説明〕 

 主要な業務である農業生産資材や

食品表示の立入検査、農薬や肥料の登

録の審査、登録認定機関の調査・指導

監督等については、農林水産省の指示

等に基づき、農林水産行政との密接な

連携の下で実施している。 
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法人名 独立行政法人農林水産消費安全技術センター  府省名 農林水産省 

見直し項目 非公務員化   

組織の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

法に基づく公権力を行使するも

のであること等から、現行の身分

（国家公務員）を維持。 

 

【整理合理化計画：現中期目標期

間終了時に改めて検討対象とす

る。】 

  

備考〔補足説明〕 

センターの業務は、個別法令に

基づく規制行政を支えるものであ

り、立入検査の際には、企業等の

私有地に入り、設備、原料、帳簿

等を検査するなど公権力を行使す

る強い権限を付与されている。セ

ンターの立入検査の結果、個別法

令に基づく行政処分、罰則を課す

場合もあることから、本来、国が

実施すべきものである。 
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Ⅳ．運営の効率化及び自律化の見直しに係る当初案 

法人名 独立行政法人農林水産消費安全技術センター  府省名 農林水産省 

見直し項目 
保有資産の見直し（不要資産の国庫返

納等）（横１．（１）） 

随意契約の見直し等取引関係の見直

し（横２．（３）） 

自己収入の拡大（横２．（４）） 

 

運営の効率化及び自律化に係る 

見直し案の具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

旧神戸センターは、平成 20 年度末

に売却済み。 

 

【整理合理化計画：平成 21 年度の新

神戸センターへの移転に合わせ、平成

20 年度に現神戸センターを売却す

る。】 

 

・中期目標期間終了時（平成 23 年 3

月末）における積立金の残額、設立時

出資金の現金及び預金、資本剰余金の

現金及び預金については国へ返納予

定。 

・実物資産については今後、事務、事

業の見直しと連動して検討していく。 

 

弁護士、公認会計士、ジャーナリス

トをメンバーとする契約監視委員会

を設置し、同委員会監視のもと、随意

契約及び一者応札の見直しを引き続

き徹底（真にやむを得ないものを除

き、一般競争入札等に移行。随意契約

件数：平成20年度実績１７件→平成21

年度見直し後８件）。 

 

 

 

 

有料での講師派遣のさらなるＰ

Ｒ等により、引き続き自己収入（飼

料安全法に基づく特定飼料の検定

業務に係る収入等を除く。）の拡大

を図る。 

 

 

 

 

備考〔補足説明〕 
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法人名 独立行政法人農林水産消費安全技術センター  府省名 農林水産省 

見直し項目 
管理運営の適正化（人事管理・人件費

を含む）（横３．（１）） 

事業の審査、評価の見直し（横３．

（２）） 

業務のアウトソーシング（官民競争

入札等の導入） 

運営の効率化及び自律化に係る 

見直し案の具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

給与は、引き続き、国家公務員給与

に準拠。（平成 21年度のラスパイレス

指数：９９．０） 

 

適切な業務の遂行の支障となる問

題を解消するため、業務改善委員会及

びコンプライアンス委員会の運営を

とおして、適切な業務運営、法令遵守

の徹底を図る。 

 

 

 外部の有識者から成る業務評価委

員会から業務全般について事後評価

を受けることにより、業務の的確な運

営を図る。 

 

 

 

 

 「独立行政法人の主要な事務及び

事業の改廃に関する勧告の方向性」

に基づき、アンケート調査の発送や

集計、試薬調製、外国文献の翻訳、

ホームページの運営管理、メールマ

ガジンや広報誌の送付作業等につ

いて既にアウトソーシングを実施

しており、今後ともこれらのアウト

ソーシングを引き続き実施すると

ともに、新たなアウトソーシング実

施について継続的に検討し、可能な

ものから実施する。 

備考〔補足説明〕 
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法人名 独立行政法人農林水産消費安全技術センター  府省名 農林水産省 

見直し項目 給与振込の見直し 海外出張旅費の見直し  

運営の効率化及び自律化に係る 

見直し案の具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

給与振込の口座数が平成 22 年 2 月

1日から原則１口座となったことを受

け、当法人においても１口座指定への

変更及び法人のメインバンクの利用

等による振込み手数料の節減につい

て、平成 22 年 7 月に役職員への周知

徹底を図った。 

 

『平成 22 年度予算執行調査：独立行

政法人及び国立大学法人等の給与振

込経費』 

 当法人においては、国家公務員の規

程より厳しい運用を行っており、全て

の役職員について航空機利用の際は

エコノミークラスとしている。また、

複数の業者による見積もり合わせに

より経費節減に取り組んでいる。 

 

『平成 22年度予算執行調査：独立行

政法人及び国立大学法人等の給与振

込経費』 

 

備考〔補足説明〕 

国家公務員の規程に準じた取扱い

となるよう引き続き取組みを進める

ことにより、給与振込手数料の節減に

努める。 
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前回の「勧告の方向性」における主な指摘事項の措置状況（平成 22 年７月現在） 

       

農林水産省所管（10 法人） 

整理 

番号 
法人名 （注１） 「勧告の方向性」における主な指摘事項 措置状況（①措置済み、②対応中、③未措置） 

17 農林水産消費安

全技術センター

（17） 

・農林水産消費技術セン

ター 

・肥飼料検査所 

・農薬検査所 

 3法人の事務・事業の一体的実施 ①  理事長による一元的なマネジメントの下、旧 3 法人の検

査等業務の一体的な実施体制を整備し、検査・分析能力の

向上を図り、業務運営の効率化を行った。 

具体的には、緊急かつ重要な事案の発生時等に、各分野

の専門家からなるプロジェクトチームを設置し、前作農薬

の後作への残留についての分析検査、安全性未審査ＧＭト

ウモロコシ事案、牛挽肉加工品事案、事故米事案などに対

応する等、各検査業務で得られた知見やノウハウを共有し、

有機的連携を強化した。 

 地方組織の事務・事業について、統合メリットの最大限発

揮等の観点から早期に一体的運営 

①  平成 20年度末に大阪事務所及び岡山事務所を廃止し、平

成 21年 4月 1日に神戸センターに統合することで、実験施

設を一体化して、分析機器等の有効活用及び効率的利用を

図った。 

平成 21年度末に小樽事務所を廃止し、札幌センターで実

施。 
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独立行政法人農林水産消費安全技術センター独立行政法人農林水産消費安全技術センタ

法人の概要

目 次目 次
法人の概要・・・・・・・・・・・・１
業務実施体制・・・・・・・・・・・５
予算の概要 ６予算の概要・・・・・・・・・・・・６
事務・事業別の予算額・・・・・・・７
事務・事業の内容・・・・・・・・・８

平 成 ２ ２ 年 ９ 月 １ ４ 日

000010
テキストボックス
資料２－１別添



- 1 -

独立行政法人農林水産消費安全技術センター（ＦＡＭＩＣ）の概要

○ ＦＡＭＩＣは食品の安全や消費者の信頼を確保するため、国民の健康の保護、環境の保全等を目的とす

る「農薬取締法」、「飼料安全法」、「肥料取締法」、「ＪＡＳ法」等に基づいて、農林水産大臣の指示

により農薬、飼料等の農業生産資材や食品の検査等を執行する機関。

【資材の安全性確保を通じた食品の安全確保】

・農薬、飼料、飼料添加物及び肥料の検査等により、農業生産資材の安全性を確保し、生産される食品の安

全確保、国民の健康保護に資する。

【農林水産物、飲食料品等の品質及び表示の適正化を通じた消費者の信頼確保（安心）】

・品質に関する表示の基準が定められた農林物資等の検査、国際基準に基づいた登録認定機関の調査等によ

り、これらの品質に関する適正な表示を確保し、消費者の信頼確保（安心）に資する。

【必要性】

ＦＡＭＩＣの業務は、国民の健康保護、消費者の利益の保護等を目的とする各個別法に基づいて規制行政

を担うもの。食品の安全と消費者の信頼を確保するため、安全性等についての審査を経ていない無登録農

薬、不適格な飼料・肥料等の生産・流通や食品の偽装表示に対する取締りは必要不可欠。

ＦＡＭＩＣの検査結果は、国が個別法令に基づいて行政処分、罰則を科す基礎となるものである。業務の

実施に当たっては、企業等の私有地に入り、設備、原料、帳簿等を検査するなど公権力を行使する強い権限

を付与されている。また、検査の結果、違反事案については指示、公表、命令等の処分が行われるが、場合

によっては個人及び企業は倒産等、経営に大きな影響を受ける厳しいものであることから、その正確性、中

立性が厳しく求められる。本来、国が実施すべき業務（ＦＡＭＩＣの前身は国の施設等機関であり、現在

は、特定独立行政法人（身分は国家公務員））。



独立行政法人
国の施設等機関

【沿革】

（平成１３年４月１日）

農薬検査所 独立行政法人 独立行政法人

独立行政法人

（平成１９年４月１日）

農林水産省
農薬検

（平成１３年３月３１日）

昭和２２年 設置

肥料検査所 肥飼料検査所

農薬検査所 農林水産
消費安全

技術センター
（FAMIC）

農薬検査所

農林水産省 独立行政法人

〈農薬取締法（昭和２３年制定）〉

昭和２２年 設置 昭和３８年 設置

飼料検査所
昭和３５年 設置

統

肥飼料検査所 肥飼料検査所

〈肥料取締法（昭和２５年制定）〉

畜産局飼料課分室
昭和２８年 設置

統

合

〈飼料安全法（昭和２８年制定）〉

輸出食料品検査所
昭和２４年 設置

輸出農林水産物検査所

輸出品検査所
昭和２６年 統合

農林水産
消費技術
センター
平成３年

農林水産省
農林水産消費
技術センター

農林規格検査所
昭和４７年 設置

独立行政法人
農林水産消費
技術センター

輸出農林水産物検査所
昭和２４年 設置

生糸検査所
明治２９年 設置

平成３年
設置

技術 技術センタ

〈JAS法（昭和２５年制定）〉

（昭和５５年 統合）明治２９年 設置
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【ＦＡＭＩＣ役職員数・組織・予算額】

理事長 １人（常勤）＜定数１人・任期４年＞

役 員 理 事 ３人（常勤）＜定数４人以内・任期２年＞

監 事 ２人（常勤１人、非常勤１人）＜定数２人・任期２年＞

職員数 ６６７人（平成２２年１月１日現在）

主たる事務所：本部（埼玉県さいたま市）
組 織

地 方 組 織：５地域センター

２２年度 ７，０７１百万円

予算額



（独）農林水産消費安全技術センター（FAMIC）の組織

本部 埼玉県さいたま市中央区新都心2-1 さいたま新都心合同庁舎検査棟

（平成22年４月１日現在)

理事 監事

■業務監査室 業務全般に対する監査

■企画調整部 業務に関する企画立案及び総合調整

理事長 吉羽雅昭
理 事(総合調整・食品等検査担当) 戸谷 亨
理 事(評価・肥飼料検査担当) 杉浦勝明
理 事(農薬検査担当) 阪本 剛
監 事 小山武文

理事長

■総務部

■企画調整部 業務に関する企画立案及び総合調整

■規格検査部 ＪＡＳ規格制度に関連する登録審査・監査及び調査・分析

■消費安全情報部 消費者等に対する食品及び生産資材等の情報提供

監 事(非常勤) 碓井憲男

■規格検査部 ＪＡＳ規格制度に関連する登録審査・監査及び調査・分析

■表示監視部 品質表示基準に係る食品表示の監視

■肥飼料安全検査部 肥料、飼料及び飼料添加物並びに土壌改良資材の検査

■農薬検査部 農薬の登録検査及び農薬ＧＬＰ制度に基づく査察■農薬検査部 農薬の登録検査及び農薬ＧＬＰ制度に基づく査察

横浜事務所 神奈川県横浜市中区北仲通5-57 横浜第２合同庁舎

東京都小平市鈴木町2-772

札幌センター

仙台センター

札幌市北区北１０条西4-1-13 道新北ビル

仙台市宮城野区五輪1-3-15 仙台第３合同庁舎

名古屋センター

神戸センター

名古屋市中区三の丸1-2-2 名古屋農林総合庁舎２号館

神戸市中央区港島南町1-3-7

福岡センター 福岡市東区千早3-11-15

北九州市門司区西海岸1-3-10 門司港湾合同庁舎門司事務所

－ 4 －



独立行政法人農林水産消費安全技術センター業務実施体制

北海道
職員数 ６６７人（平成２２年１月１日現在）

うち技術系 ５７０人（８５％）

札幌センター(札幌市)
・肥飼料等の検査・分析等
・食品等の検査・分析等

（３７人）

うち技術系 ５７０人（８５％）

農学系 ２１７人（３８％）

化学 １９８人（３５％）

畜産 １３人（ ２％）

仙台センター(仙台市)

東北

（３７人）
林学系 ２５人（ ４％）

水産 ３７人（ ６％）

その他 ８０人（１４％）

神戸センター(神戸市)
・食品等の検査・分析等
・肥飼料等の検査・分析等

仙台センタ (仙台市)
・食品等の検査・分析等
・肥飼料等の検査・分析等

近畿、中国（山口県を除く）、四国

（４９人）

※１ 技術系職員５７０人のうち修士の割合は２４％、

４０歳未満での修士の割合は４４％。

※２ 役職員のうち理事長を含め博士は９人。

福岡センター(福岡市)
・肥飼料等の検査・分析等

肥飼料等 検 分析等

本部(さいたま市)

関東甲信静越
山口、九州、沖縄 （１０６人）

肥飼料等 検査 分析等
門司事務所(北九州市)
・食品等の検査・分析等

本部(さいたま市)
・企画・調整
・食品等の検査・分析等
・肥飼料等の検査・分析等
農薬検査部(小平市)
農薬等の検査 分析等

（５８人）

・農薬等の検査・分析等
横浜事務所(横浜市)
・食品等の検査・分析等

名古屋センター(名古屋市)

東海北陸

（３６５人）

・食品等の検査・分析等
・肥飼料等の検査・分析等

（５２人）
－ 5 －



消費・安全局 (単位:百万円)

事 項
前年度
予算額

22年度
予算額

備 考

(項)独立行政法人農林水産消費安全技術センター
　　運営費

　(目)独立行政法人農林水産消費安全技術センター 7,544 6,969
　　　運営費交付金

　　　　１．人件費 5,815 5,740

　　　　２．一般管理費 1,121 727
小樽事務所検査設備等の解体撤去費による増、前年度限りの経費（小樽事務所廃止に係
る経費及び新神戸センターへの移転に伴う合同庁舎原状回復に係る経費）

　　　　３．業務経費 1,025 1,015

　　　　４．自己収入 △ 28 △ 28

　　　　５．統合による減 △ 46 △ 77 平成18年度予算における一般管理費比で10％相当額(前年度は6％相当額)

　　　　６．前々年度決算調整額 △ 343 △ 408 前々年度の人件費の残余を反映

平成２２年度農林水産消費安全技術センター予算の概要

(項)独立行政法人農林水産消費安全技術センター
　　施設整備費

　(目)独立行政法人農林水産消費安全技術センター 134 102
　　　施設整備費補助金

　　　　１．中期計画に基づく検査設備等改修工事 134 102 本部スクラバー等改修工事、札幌センタードラフトチャンバー改修工事、仙台センター実験室ガス検知警報装置設置工事

計 7,678 7,071

自己収入 28 28 上記運営費交付金の４．

前々年度決算調整額 343 408 上記運営費交付金の６．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

合 計 8,049 7,507
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ＦＡＭＩＣの事務・事業費（平成２２年度）

事務・事業名 収入予算額（百万円）

運営費交付金 施設整備費補助金 諸収入 合 計

農薬関係事業 ８３１ － － ８３１

飼料及び飼料添加物関係事業 ８１８ ２０ ２４ ８６２

肥料及び土壌改良資材関係事業 ７０９ １７ － ７２６

食品等関係事業 ４，５８３ ６４ ５ ４，６５２

合 計 ６，９４１ １０２※ ２８※ ７，０７１

（注）人件費、一般管理費等を各事業に配分。

（※）各事業費の積上げと合計額の差は、単位未満の四捨五入による差異。
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ＦＡＭＩＣ事務・事業の内容

○ 農薬関係事業

内 容

立入検査 農薬取締法（昭和２３年法律第８２号）第13条の２第1項及び第15条の3第2項に基づき、

農林水産大臣の指示により、農薬製造者等に立ち入り、農薬の製造に関する帳簿等を確認

して製造場等の検査を行うとともに、集取した農薬について品質、表示等の検査を実施。

登録検査 農薬取締法（昭和２３年法律第８２号）第2条第3項及び第6条の2第2項に基づき、農林

水産大臣の指示により、農薬の登録申請者から提出された申請書や試験成績資料に基づい

て、薬効や作物への残留性等を審査し、使用方法及び使用上の注意等を設定するとともに、

農薬の見本により、その品質の検査を実施。

試験施設の査察 農薬の毒性及び残留性に関する試験成績の信頼性を確保するため、局長通知（平成11年

10月1日農産第6283号）に基づき、定期的に各試験施設に対して、GLP制度に基づく査察を

実施。
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○ 飼料及び飼料添加物関係事業

立入検査 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和２８年法律第３５号）第57条第

1項に基づき、農林水産大臣の指示により、飼料及び飼料添加物の製造事業場等に立ち入

り、飼料等の製造設備及び帳簿等の検査を行うとともに、収去した飼料について有害物質

が基準の範囲内か等の安全性に係る分析・鑑定の検査を実施。

特定添加物の検定 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和２８年法律第３５号）第5条第1

項、第6条第1項、第7条第1項、第10条及び第21条に基づき、飼料に用いる特定添加物（抗

生物質）の製造業者等からの検定申請があった場合、試験品の採取及び試験並びに合格し

た製剤への合格証紙の貼付を実施するとともに、製造業者の申請に応じて、特定添加物製

造設備のGMP適合状況の調査を実施。

BSE発生防止に資す 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和２８年法律第３５号）第3条第1

る検査 項に基づき、農林水産大臣の指示により、申請事業場がBSE（牛海綿状脳症）発生防止の

ため、豚肉骨粉、家きん処理副産物、魚粉等の製造基準（牛由来たん白質が混入しないこ

と）に適合しているかどうかの検査を実施。

講習会の開催 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律施行規則（昭和51年7月24日農林省令

第36号）第32条第3号及び農林水産大臣が定める講習会（平成７年農林水産省告示第３９

２号）に基づき、飼料製造管理者となるために必要な資格を取得するための講習会を開催。
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○ 肥料及び土壌改良資材関係事業

立入検査 肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第30条の2第1項及び第33条の3第2項に基づき、

農林水産大臣の指示により、肥料生産業者等に立ち入り、肥料の生産設備及び帳簿書類そ

の他必要な物件の検査を行うとともに、収去した肥料及び原料について有効成分や有害成

分の含有量が公定規格に適合しているかどうかの検査を実施。

立入検査 地力増進法（昭和５９年法律第３４号）第17条第1項に基づき、農林水産大臣の指示に

より、土壌改良資材の製造業者等に立ち入り、土壌改良資材の製造設備及び帳簿等の検査

を行うとともに、集取した土壌改良資材及び原料の品質が基準に適合しているかどうかの

検査を実施。

登録申請調査 肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第7条第1項に基づき、農林水産大臣の指示に

より、生産業者又は輸入業者から提出された肥料について、登録申請書の記載事項の調査

及び肥料の見本についての検査を実施。
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○ 食品等関係事業

立入検査 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和２５年法律第１７５号）第

20条の2第1項、第2項及び第3項に基づき、農林水産大臣の指示により､登録認定機関、認

定事業者、品質に関する表示の基準が定められている農林物資の製造業者等に立ち入り、

帳簿、製造、保管等の施設の検査を実施。

登録認定機関の調査 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和２５年法律第１７５号）第

16条第2項に基づき、農林水産大臣の指示により、登録認定機関になろうとする機関が登

録基準に適合しているかの調査を実施。

ＪＡＳ規格見直し 中期目標（平成１８年３月１日農林水産省指令１７消安第１２２３５号）に基づき、Ｊ

ＡＳ規格見直しに関する調査、検査等を行い、見直し内容の素案を作成。

規格・表示基準が定 中期目標（平成１８年３月１日農林水産省指令１７消安第１２２３５号）に基づき、食

められた農林物資の 品表示の真正性の検査（毎事業年度６，０００件以上）、ＪＡＳ製品の検査（毎事業年度

検査 ７００件以上）を実施。
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独立行政法人農林水産消費安全技術センター役員名簿

（平成２２年４月１日現在）

役 職 氏 名 就任年月日 経 歴
（残任期）

理事長 吉羽 雅昭 平成２０年４月１日 元 学校法人東京農業大学（応用生物科学部教授）

（１年）

理 事 戸谷 亨 平成１９年４月１日 昭和５０年 ４月 農林省採用
(総合調整・食 平成１５年１０月 独立行政法人農畜産業振興機構総括調整役
品等検査担当) （１年） 平成１７年 ４月 独立行政法人農林水産消費技術センター理事長

(農林水産省ＯＢ)

理 事 杉浦 勝明 平成１９年４月１日 昭和５３年 ４月 農林省採用
(評価・肥飼料 平成１７年１０月 消費・安全局畜水産安全管理課長
検査担当) （１年）

（現役出向）

理 事 阪本 剛 平成１９年４月１日 昭和４７年 ４月 農林省採用（農薬検査所勤務）
(農薬検査担当) 平成１５年 ７月 消費・安全局植物防疫課課長補佐(農業航空班担当)

（１年） 平成１６年 ４月 独立行政法人農薬検査所検査部長
（プロパー） 平成１９年 ３月 独立行政法人農林水産消費技術センター付

監 事 小山 武文 平成２１年４月１日 昭和４５年 ４月 農林省採用
平成１９年 ４月 独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構

（現役出向） （１年） 東北農業研究センター企画管理部審議役

監 事 碓井 憲男 平成１９年４月１日 現 公認会計士
（非常勤）

（１年）




